
（単位：百万円）

金　　額 金　　額

3,194 102,887 

預 貯 金 3,194 401 

140,355 102,486 

国 債 140,355 786 

189 741 

建 物 109 3 

そ の 他 の 有形 固定 資産 79 142 

1,651 587 

ソ フ ト ウ ェ ア 1,210 2 

そ の 他 の 無形 固定 資産 440 4 

1,370 74 

未 収 金 633 7 

前 払 費 用 252 44 

未 収 収 益 251 861 

預 託 金 55 105,403 

仮 払 金 2 

そ の 他 の 資 産 175 27,500 

27,500 

27,500 

△15,579 

△15,579 

繰 越 利 益 剰 余 金 △15,579 

39,420 

1,937 

1,937 

41,357 

146,761 146,761 

純資産の部　　合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

退 職 給 付 引 当 金

価 格 変 動 準 備 金

繰 延 税 金 負 債

負債の部　　合計

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

未 払 法 人 税 等

未 払 金

無 形 固 定 資 産 未 払 費 用

預 り 金

仮 受 金

賞 与 引 当 金そ の 他 資 産

支 払 備 金

有 価 証 券 責 任 準 備 金

代 理 店 借

有 形 固 定 資 産 そ の 他 負 債

平成25年度（平成26年3月31日現在） 貸借対照表

科　　　目 科　　　目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金



（単位：百万円）

経　　常　　収　　益 20,038

18,561

18,561

1,476

1,476

預 貯 金 利 息 0

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 1,476

経　　常　　費　　用 24,493

1,754

176

1,048

502

27

12,256

249

12,006

0

0

0

9,324

1,157

628

525

2

経　　常　　損　　失 4,454

特　　別　　損　　失 24

5

18

4,478

3

3

4,482

固 定 資 産 等 処 分 損

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 合 計

当 期 純 損 失

支 払 利 息

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

税 金

減 価 償 却 費

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

有 価 証 券 売 却 損

解 約 返 戻 金

そ の 他 返 戻 金

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

給 付 金

科　　　　　　目 金　　　　　　額

保 険 料 等 収 入

保 険 料

　平成25年度
平成25年4月01日から
平成26年3月31日まで

損益計算書



 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

１．会計方針に関する事項 

（１）有価証券（国債）の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有価証券については期末日の市場価格等に基づく

時価法（売却原価の算定は移動平均法）によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により

処理しております。 

（２）有形固定資産の減価償却の方法 

建物は定額法、その他は定率法によっております。 

（３）無形固定資産の減価償却の方法 

自社利用のソフトウェアは利用可能期間に基づく定額法によっております。 

（４）賞与引当金の計上方法 

従業員の賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

（５）退職給付引当金の計上方法 

従業員の退職給付に備えるため、「企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準委員会）」に定める簡便法

（期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末において発生していると認められる額を退職給付引当

金に計上しております。 

（６）責任準備金の積立方法 

責任準備金は保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については保険業法施行規則第69条第4項第4号の

規定に基づく5年チルメル式により計算しております。 

（７）価格変動準備金の計上方法 

価格変動準備金は保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

（８）消費税及び地方消費税の会計処理 

税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計

上し5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理しております。 

 

２．金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項は次のとおりであります。 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社の資産運用は、生命保険契約の負債特性に応じた資産及び負債の総合的管理（ALM）を推進し、国債の運用により中長期的に

安定した収益の確保を図っております。 

当社の主な金融商品のうち、国債については市場リスク（市場金利等の変動により価格が変動するリスク）に晒されております。 

当社は、取締役会で策定している「資産運用リスク管理方針」において、資産運用リスクのリスク管理部門を定め、資産運用全体のリ

スクを管理する体制を整備しております。合わせて、関連する諸規程において、金融商品に関する資産運用リスクを「市場リスク」「信

用リスク」に分類し、リスク管理の枠組みを定めるとともに、具体的なリスク管理手法を定め、リスクの定量的かつ統合的な把握･管理

に努めております。また、資産運用リスクの管理部門は、投資の執行部から独立することで、組織面においても内部牽制機能を確保

し、執行部に諸規程を遵守させることにより、実効性の高いリスク管理体制の構築を図っております。取締役会は、リスク管理状況の

報告を受け、経営の意思決定を行っております。 

市場リスクについては、金融商品の価値がマーケットの変化により、どの程度の損失を被る可能性があるかを把握・分析するため、統

合的なリスク量としてバリュー・アット・リスク（VaR）を計測し、これを市場リスクに備えたリスク・リミット（含み損益や売却損益等を考

慮）と比較することで管理しております。なお、資産･負債ポートフォリオのモニタリングは月次ベースで行っております。 

信用リスクについては、発行体の格付に応じて投資限度額を定め、投資残高が限度内であることを随時モニタリングするとともに、格

付を定期的にモニタリングし信用状況の変化を管理しております。 

 

 

 

 

 

 



（２）金融商品の時価等に関する事項 

当事業年度末における主な金融商品に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

 現金及び預貯金     3,194 3,194 -  

有価証券 140,355 143,225 2,870 

満期保有目的の債券 46,382 49,253 2,870 

その他有価証券 93,972 93,972 -  

（注１）金融商品の時価の算定方法 

(１)現金及び預貯金 

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(２)有価証券 

3 月末日の市場価格等によっております。 

（注２）有価証券に関する事項 

満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。                                                

（単位：百万円）                                                                            

  種類 貸借対照表計上額 時価 差額 

時価が貸借対照表計上額を超えるも

の 
国債 46,382 49,253 2,870 

時価が貸借対照表計上額を超えない

もの 
国債 - - - 

合計 46,382 49,253 2,870 

その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次のと 

おりであります。                                               

                                                              （単位：百万円） 

  種類 
取得原価又は 

償却原価 

貸借対照表 

計上額 
差額 

貸借対照表計上額が取得原価又は

償却原価を超えるもの 
国債 72,819 75,620 2,801 

貸借対照表計上額が取得原価又は

償却原価を超えないもの 
国債 18,354 18,351 △2 

合計 91,174 93,972 2,798 

（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の償還予定額                         

（単位：百万円） 

 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

預貯金 

有価証券 

満期保有目的の債券 

その他有価証券 

3,194 

12,663 

- 

12,663 

- 

28,906 

- 

28,906 

- 

18,164 

- 

18,164 

- 

75,382 

46,138 

29,244 

 

３．保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当事業年度末における当社の今後の負担見積額は、108 百万円で

あります。 

なお、当該負担金は拠出した事業年度の事業費として処理しております。 

 

 

 

 



 

 

 

注記事項 

（損益計算書関係） 

１．関係会社との取引による費用の総額は、846百万円であります。 

 

２．有価証券売却損の内訳は、国債等債券 0 百万円であります。 

 

３．１株当たり当期純損失は、8,162 円 41 銭であります。 

 

４．関連当事者との取引は以下のとおりであります。 

(１)親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円） 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 

当事業年度末 

残高 

親会社 
住友生命保険 

相互会社 

被所有 

直接 90.9% 

役員の受入 

出向者の受入等 

増資の引受 

（注） 
30,000 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 当社の行った第三者割当増資を、住友生命保険相互会社が１株につき 10 万円で引き受けたものであります。 

 

 

 

４．退職給付に関する事項は次のとおりであります。 

（１）採用している退職給付制度の概要  

当社は退職一時金制度を採用しており、勤務期間等に基づいた一時金を支給します。 

（２）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

事業年度期首における退職給付引当金             4百万円 

退職給付費用                           4百万円 

退職給付の支払額                        1百万円 

事業年度末における退職給付引当金            7百万円 

（３）退職給付費用 

退職給付費用                          37百万円 

なお、受入出向者に係る出向元への負担額を含んでおります。 

 

５．有形固定資産の減価償却累計額は、179 百万円であります。 

 

６．関係会社に対する金銭債権の総額は、55 百万円、金銭債務の総額は、10 百万円であります。 

 

７．繰延税金資産の総額は、4,773 百万円、繰延税金負債の総額は、861百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額として控除し

た額は、4,773 百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、繰越欠損金 4,563 百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の評価差額 861 百万円であります。 

なお、「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 26 年法律第 10 号）の公布に伴い、従来の税効果会計適用の法定実効税率 33.33％

は、30.78％に変更されており、この税率変更による影響はありません。 

 

８．１株当たり純資産額は、75,195円15銭であります。 

 


	H25年度_BSPL電子公告用
	電子公告用BS
	電子公告用ＰＬ

	H25年度_注記(百万円単位)電子公告用

